
番号 167

　　　処　　　 分 　　　名

処　分　の　概　要

　　　根　拠　法　令　名

　　　条　　　　　　　　  項

　　　所　　　管　　　課 医事薬事課

　　　経由機関での処理期間 なし

　　　所管課での処理期間 6日

　　　標　準　処　理　期　間 計 6日

審　査　基　準

【根拠法令等】
医療法
第五十四条の九　社団たる医療法人が定款を変更するには、社員総会の決議によらなければならない。
２　財団たる医療法人が寄附行為を変更するには、あらかじめ、評議員会の意見を聴かなければならない。
３　定款又は寄附行為の変更(厚生労働省令で定める事項に係るものを除く。)は、都道府県知事の認可を受
けなければ、その効力を生じない。
４　都道府県知事は、前項の規定による認可の申請があつた場合には、第四十五条第一項に規定する事項
及び定款又は寄附行為の変更の手続が法令又は定款若しくは寄附行為に違反していないかどうかを審査し
た上で、その認可を決定しなければならない。
５　医療法人は、第三項の厚生労働省令で定める事項に係る定款又は寄附行為の変更をしたときは、遅滞な
く、その変更した定款又は寄附行為を都道府県知事に届け出なければならない。
６　第四十四条第五項の規定は、定款又は寄附行為の変更により、残余財産の帰属すべき者に関する規定を
設け、又は変更する場合について準用する。

医療法施行規則
(定款及び寄附行為の変更の認可)
第三十三条の二十五　法第五十四条の九第三項の規定により定款又は寄附行為の変更の認可を受けようと
するときは、申請書に次の書類を添付して、都道府県知事に提出しなければならない。
一　定款又は寄附行為変更の内容(新旧対照表を添付すること。)及びその事由を記載した書類
二　定款又は寄附行為に定められた変更に関する手続を経たことを証する書類
２　定款又は寄附行為の変更が、当該医療法人が新たに病院、法第三十九条第一項に規定する診療所又は
介護老人保健施設を開設しようとする場合に係るものであるときは、前項各号の書類のほか、第三十一条第五
号及び第十一号に掲げる書類並びに定款又は寄附行為変更後二年間の事業計画及びこれに伴う予算書
を、前項の申請書に添付しなければならない。
３　定款又は寄附行為の変更が、当該医療法人が法第四十二条各号に掲げる業務を行う場合に係るもので
あるときは、第一項各号の書類のほか、第三十一条第六号に掲げる書類並びに定款又は寄附行為変更後二
年間の事業計画及びこれに伴う予算書を、第一項の申請書に添付しなければならない。
４　定款又は寄附行為の変更が、社会医療法人である医療法人が法第四十二条の二第一項の収益業務を行
う場合に係るものであるときは、第一項各号の書類のほか、収益業務の概要及び運営方法を記載した書類並
びに定款又は寄附行為変更後二年間の事業計画及びこれに伴う予算書を、第一項の申請書に添付しなけれ
ばならない。

(副本の添付)
第三十六条　令第五条の十五並びに第三十一条、第三十三条の二十五第一項、第三十四条、第三十五条
の二第一項(第三十五条の五において読み替えて準用する場合を含む。)及び第三十五条の八(前条におい
て読み替えて準用する場合を含む。)、第三十九条の二十三、第三十九条の二十四第一項及び第三十九条

審査基準及び標準処理期間整理個表

医療法人の定款・寄附行為変更認可

定款又は寄付行為の変更を認可する。

医療法（昭和23年法律205号）

第54条の9第3項

医療法第四十五条第一項に規定する事項及び定款又は寄附行為の変更の手続が法令又は定款若しくは寄
附行為に違反していないか、また医療法人運営管理指導要綱を基準とする。

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。
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※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。


